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平成２８年１０月２５日判決言渡 同日原本交付 裁判所書記官  

平成２８年（ワ）第３６０号，２９４３号 不正競争行為差止請求事件，同承継参

加申出事件（以下，併せて「第１事件」という。） 

平成２８年（ワ）第４９６１号 プログラム著作権確認請求事件（以下「第２事件」

という。） 

口頭弁論終結日 平成２８年９月２０日 

判 決 

 

第１事件原告兼第２事件原告    ソフトウェア部品株式会社 

（以下「原告ソフトウェア部品社」という。） 

 

 

第１事件承継参加人兼第２事件原告 株 式 会 社 ビ ー エ ス エ ス 

（以下「原告ビーエスエス社」という。） 

 

 

第１事件承継参加人兼第２事件原告 ソフトウエア部品開発株式会社 

（以下「原告ソフトウエア部品開発社」という。） 

 

 

第１事件承継参加人兼第２事件原告 Ａ  

（以下「原告Ａ」という。） 

 

第１事件承継参加人兼第２事件原告 Ｂ  

（以下「原告Ｂ」という。） 

（以下，上記５名を併せて「原告ら」という。） 



- 2 - 

 

第１事件被告兼第２事件被告    日 本 電 子 計 算 株 式 会 社 

（以下「被告」という。） 

 

同 訴 訟 代 理 人 弁 護 士    難 波 修 一 

     三 谷 革 司 

     和 氣  礎 

主 文 

原告らの請求をいずれも棄却する。 

訴訟費用は，第１事件及び第２事件を通じ，原告らの負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

 １ 第１事件 

  (1) 被告は，ＪＩＰＲＯＳ（以下「被告製品」という。）を販売してはならな

い。 

  (2) 被告は，被告製品及びそのカタログ類を全て廃棄せよ。 

  (3) 被告は，被告のホームページ上及びインターネットを利用した広告媒体上

から被告製品に関係する掲載情報を全て削除せよ。 

  (4) 被告は，被告製品のファイルを含むプログラム（オブジェクトコード及び

ソースコード）及び別紙ＢＳＳ－ＰＡＣＫ中核部（ミドルソフト）営業秘密

部プログラム目録記載のプログラム（オブジェクトコード及びソースコー

ド。以下「本件営業秘密部プログラム」という。）をこれらが保存されてい

る記録媒体を含むコンピューターから全て削除せよ。 

 ２ 第２事件 

別紙プログラム目録記載１～３の各プログラム（以下「本件先行ソフトウェ

ア部品プログラム」と総称する。）の著作権は原告らが保有することを確認す
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る。 

第２ 事案の概要 

 １ 事案の要旨 

第１事件は，原告ソフトウェア部品社が，被告に対し，本件営業秘密部プロ

グラムが第１事件原告の営業秘密に当たるところ，被告がこれを取得して使用

し，被告製品を製造して販売したことが不正競争（不正競争防止法２条１項４

号又は５号，１０号）に当たると主張して，同法３条１項及び２項に基づき被

告製品の販売差止め及び廃棄等を求めるとともに，第１事件承継参加人らが，

被告に対し，原告ソフトウェア部品社と本件営業秘密部プログラムを共有する

に至ったと主張して承継参加を申し出て，上記請求と同趣旨の請求をする事案

である。 

第２事件は，原告らが，被告に対し，本件先行ソフトウェア部品プログラム

について，①これを創作したことによる著作権，②「オリジナルソフトウェア

部品」という名称のプログラム（以下「本件オリジナルソフトウェア部品プロ

グラム」という。）を原著作物とする二次的著作物である本件先行ソフトウェ

ア部品プログラムについての原著作者の著作権（以下，上記①の著作権と併せ

て「本件各著作権」という。）を有することの確認を求める事案である。 

 ２ 前提事実（当事者間に争いのない事実並びに後掲の証拠（書証の枝番は省略

する。以下同じ。）及び弁論の全趣旨により容易に認められる事実） 

  (1) 当事者 

ア 原告ソフトウェア部品社，原告ビーエスエス社及び原告ソフトウエア部

品開発社は，いずれもソフトウェア開発とその販売等を業とする株式会社

である。 

原告Ａは原告ビーエスエス社の，原告Ｂは原告ソフトウェア部品社及び

原告ソフトウエア部品開発社の各代表取締役である。 

イ 被告は，コンピュータシステムによる情報処理サービス及びソフトウェ
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アの開発，販売等を業とする株式会社である。 

  (2) 原告ビーエスエス社による「ＢＳＳ－ＰＡＣＫ」の開発及び販売（甲５，

６） 

   ア 原告ビーエスエス社は，平成２年～平成９年３月頃，総合業務管理ソフ

トウェアパッケージである「ＢＳＳ－ＰＡＣＫ（ＶＡＸ／ＶＭＳ版）」（以

下「旧ＢＳＳ－ＰＡＣＫ」という。）を開発し，これを販売していた。旧

ＢＳＳ－ＰＡＣＫは，「オリジナルソフトウェア部品」及び「中核部（ミ

ドルソフト）」の各プログラムから構成されていた。 

   イ 原告ビーエスエス社は，平成９年４月，データベースを統合したＥＲＰ

（Ｅｎｔｅｒｐｒｉｓｅ Ｒｅｓｏｕｒｃｅ Ｐｌａｎｎｉｎｇ）システ

ムである「ＢＳＳ－ＰＡＣＫ」（以下「ＢＳＳ－ＰＡＣＫ」という。）を

開発し，その販売を開始した。ＢＳＳ－ＰＡＣＫについては，ＵＮＩＸ，

ＷｉｎｄｏｗｓＮＴ，ＬＩＮＵＸ，Ｗｉｎｄｏｗｓ２０００，Ｗｉｎｄｏ

ｗｓＸＰの各ＯＳ（ｏｐｅｒａｔｉｎｇ ｓｙｓｔｅｍ）に対応する製品

が販売されていた。 

ＢＳＳ－ＰＡＣＫは，「先行ソフトウェア部品」と本件営業秘密部プロ

グラムを含む「中核部（ミドルソフト）」の各プログラムから構成されて

いるところ，「先行ソフトウェア部品」のプログラムは本件オリジナルソ

フトウェア部品プログラムを翻案したものであった。 

   ウ 原告ビーエスエス社は，プログラム著作物である「ＢＳＳ－ＰＡＣＫク

ライアント（メニュークリエイト）」，「ＢＳＳ－ＰＡＣＫサーバー（Ｕ

ＮＩＸ）」，「ＢＳＳ－ＰＡＣＫサーバー（ＷｉｎｄｏｗｓＮＴ版）」，

「部品マイスター」及び「部品ビュー」（以下，これらを「本件登録プロ

グラム」と総称する。）を創作したとして，それぞれ平成７年１０月１６

日，平成８年１月１６日，平成９年３月１４日，平成１０年２月１３日及

び平成１１年５月１３日に創作年月日の登録を受けた。（乙１） 
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  (3) 原告ビーエスエス社と株式会社サンライズ・テクノロジー（以下「サンラ

イズ社」という。）との間の契約 

ア 原告ビーエスエス社は，サンライズ社との間で，平成１８年３月２８日，

サンライズ社による原告ビーエスエス社の事業継続の支援に関する合意

（以下「本件合意」という。）をした。本件合意においては，原告ビーエ

スエス社が有する本件登録プログラムその他の著作物及びこれに関する

著作権等の一切の権利をサンライズ社へ譲渡すること（なお，この譲渡に

当たって詳細な条件を定めた最終契約書の作成が予定されていた。），原

告ビーエスエス社の全従業員をサンライズ社の指定する会社へ移籍させ

て雇用を確保し，当該会社が上記譲渡の対象となったプログラムに関わる

開発を行うことができるようサンライズ社が支援を行うことなどが定め

られていた。（乙３） 

イ 原告ビーエスエス社は，サンライズ社との間で，平成１８年３月３０日，

原告ビーエスエス社が有する上記アの著作物及び権利（ただし，譲渡の対

象範囲については当事者間に争いがある。）を代金１１億５０００万円で

譲渡する旨の契約（以下「本件譲渡契約」という。）を締結した。（甲２

０） 

  (4) 本件登録プログラムの譲渡の登録 

本件登録プログラムに係る著作権（著作権法２７条及び２８条に規定する

権利を含む。）は，平成１８年４月７日譲渡（ただし，部品マイスターのみ

同年９月２７日）を原因として，同年４月１７日（同，同年１０月４日）に

原告ビーエスエス社からサンライズ社への移転登録がされた。その後，上記

著作権は，平成１９年にサンライズ社から株式会社フロンテックへ，平成２

１年に同社から被告へそれぞれ譲渡され，その旨の登録がされた。（乙１） 

  (5) 被告製品の販売 

被告は，平成１５年頃に統合管理パッケージソフトウェアである被告製品
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の販売を開始した。（乙５） 

３ 争点及びこれに関する当事者の主張 

(1) 本件営業秘密部プログラムは原告らの営業秘密であるか（第１事件） 

 （原告らの主張） 

本件営業秘密部プログラムは有用性，非公知性及び秘密管理性の要件を満

たすところ，原告らは現在これを共有しているから，本件営業秘密部プログ

ラムは原告らの営業秘密である。 

  これに対し被告は後記のとおり主張するが，本件譲渡契約における譲渡対

象は本件登録プログラム及びこれに付随するプログラムであり，本件営業秘

密部プログラムはこれに含まれていない。 

（被告の主張） 

 原告らのいう本件営業秘密部プログラムは，その主張する対象が特定され

ておらず，秘密管理性その他不正競争防止法上の営業秘密に当たるかも明ら

かでない。 

この点をおくとしても，本件譲渡契約の契約書には，本件登録プログラム

のみならず，バージョンアップ等改良後のプログラム著作物その他関連する

一切のプログラム著作物も譲渡対象として記載されており，本件譲渡契約は

旧ＢＳＳ－ＰＡＣＫ及びＢＳＳ－ＰＡＣＫに関する一切のプログラム著作

物を譲渡対象としていた。そして，本件営業秘密部プログラムは上記のプロ

グラム著作物に含まれるから，本件譲渡契約によってサンライズ社に譲渡さ

れた。したがって，本件営業秘密部プログラムは原告らの営業秘密というこ

とはできない。 

  (2) 被告は営業秘密の取得，使用又は使用により生じた物の譲渡等を行ったか

（第１事件） 

 （原告らの主張） 

本件営業秘密部プログラムは本件譲渡契約の対象となっていなかったに
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もかかわらず，サンライズ社は原告ビーエスエス社に対してエスクロウ目的

のためと虚偽の説明をして，本件営業秘密部プログラムのソースコードを不

正取得した。そして，被告は，上記不正取得行為が介在したことを知って，

又は重大な過失により知らないで本件営業秘密部プログラムを取得し，これ

を使用して被告製品を製造し，販売したから，被告の行為は不正競争（不正

競争防止法２条１項４号又は５号，１０号）に当たる。 

 （被告の主張） 

被告は，旧ＢＳＳ－ＰＡＣＫ及びＢＳＳ－ＰＡＣＫに関する一切のプログ

ラム著作物を適法に譲り受けたのであり，本件営業秘密部プログラムにつき

何らの不正取得行為は存在しない。また，被告製品はＢＳＳ－ＰＡＣＫと無

関係に被告が開発したものであり，本件営業秘密部プログラムを使用してい

ない。 

(3) 本件各著作権は本件譲渡契約によりサンライズ社に移転したか（第２事

件） 

   （原告らの主張） 

原告ビーエスエス社は，本件先行ソフトウェア部品プログラムの著作者で

ある。また，本件オリジナルソフトウェア部品プログラムの著作者でもある

ところ，本件先行ソフトウェア部品プログラムはこれを翻案した二次的著作

物であるから，原著作者として著作権を有する。そして，原告らはこれら本

件各著作権を共有する旨の合意をした。 

これに対し被告は後記のとおり主張するが，本件譲渡契約の譲渡対象は本

件登録プログラム及びこれに付随するプログラムであるから，本件先行ソフ

トウェア部品プログラムは含まれていない。仮にこれが譲渡対象になってい

たとしても，本件譲渡契約の契約書には著作権法２７条及び２８条に規定す

る権利について定めがないから，これらの権利は原告ビーエスエス社に留保

されている（同法６１条２項）。 
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したがって，本件各著作権は本件譲渡契約によりサンライズ社に譲渡され

ていない。ところが，被告はこれを争うので，原告らは被告に対し原告らが

本件各著作権を有することの確認を求める。 

（被告の主張） 

本件譲渡契約は，譲渡対象となる著作物を旧ＢＳＳ－ＰＡＣＫ及びＢＳＳ

－ＰＡＣＫに関する一切のプログラム著作物とし，譲渡対象となる権利を著

作権その他一切の知的財産権としていたから，本件各著作権は本件譲渡契約

によりサンライズ社に譲渡された。 

原告らは，著作権法２７条及び２８条に規定する権利が原告らに留保され

ていたものと推定される旨主張する。しかし，本件譲渡契約の契約書におい

て，原告ビーエスエス社が著作権その他一切の知的財産権を譲渡するとされ

ていたこと，本件登録プログラムについてはその登録原簿において同法２７

条及び２８条に規定する権利も譲渡するとされていることなどからすれば，

これらの権利も含む著作権が譲渡されたというべきである。 

第３ 当裁判所の判断 

 １ 争点(1)（本件営業秘密部プログラムは原告らの営業秘密であるか）及び(3)

（本件各著作権は本件譲渡契約によりサンライズ社に移転したか）について 

(1) 原告らが，本件営業秘密部プログラムが原告らの営業秘密であり，本件各

著作権が原告らに帰属する旨主張するのに対し，被告は，これらに係る権利

は本件譲渡契約によりサンライズ社に譲渡されたことから，第１事件及び第

２事件の原告らの請求はいずれも認められない旨主張するので，以下検討す

る。 

(2) 前記前提事実に加え，後掲の証拠及び弁論の全趣旨を総合すれば，次の事

実が認められる。 

 ア 原告ビーエスエス社は，平成８年１月以降，本件登録プログラムの著作

権（著作権法２７条及び２８条に規定する権利を含む。）に譲渡担保権を
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設定して金融機関から融資を受けることを繰り返していた。（乙１） 

 イ 原告とサンライズ社は，平成１８年３月２８日，サンライズ社が原告ビ

ーエスエス社の事業継続を支援することについて，原告ビーエスエス社が

サンライズ社に対しソフトウェアに関する権利を譲渡すること，譲渡価格

は１１億５０００万円とすること，原告ビーエスエス社はサンライズ社に

対し上記ソフトウェアにつき著作者人格権を一切行使しないこと，原告ビ

ーエスエス社の従業員全員をサンライズ社が指定する会社に移籍させ雇用

を確保するとともに同会社に対して上記ソフトウェアの開発を委託するも

のとして，同会社が継続的に事業を行えるようサンライズ社が支援を行う

ことを内容とする本件合意をした。譲渡の対象とされたのは，①本件登録

プログラム，②非登録プログラム著作物（本件登録プログラムのバージョ

ンアップ等改良後のプログラム著作物，その他関連する一切のプログラム

著作物）並びに③上記①及び②のプログラムの関連著作物（ユーザーズガ

イド一式及び環境開発マニュアル一式に係る著作物）その他の著作物並び

にこれらに関する著作権その他一切の知的財産権であり，これらの譲渡に

当たっては，「より詳細な条件を定めた最終契約書を別途締結するものと

する」とされた。（乙３） 

   ウ 本件譲渡契約は，本件合意の２日後の同月３０日付けで締結されたもの

であり，譲渡対象は上記イの本件合意と同一であるが，本件登録プログラ

ムに係る譲渡担保権の抹消及びサンライズ社への譲渡の登録等に関する

定めがされた。一方，本件合意及び本件譲渡契約には，譲渡の対象として

著作権法２７条及び２８条に規定する権利は明記されていない。（甲２０） 

   エ 本件登録プログラムについては，本件譲渡契約締結後に著作権譲渡の登

録がされた（前記前提事実(4)）。その登録簿の【登録の原因】欄には「著

作権（著作権法第２７条及び第２８条に規定する権利を含む）の譲渡があ

った。」旨の記載がある。（乙１） 
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(3) 上記(2)の認定事実によれば，本件合意及びこれに引き続いて締結された

本件譲渡契約は，実質的に原告ビーエスエス社のＢＳＳ－ＰＡＣＫに関する

事業を従業員ごと他の会社に移転させ，その事業をサンライズ社の支援の下

で継続させることを念頭に置いたものということができ，本件譲渡契約の契

約書上，譲渡対象については包括的な記載となっており，本件営業秘密部プ

ログラム及び本件先行ソフトウェア部品プログラムを含め明示的に譲渡対象

から除かれたプログラムはない。そうすると，本件譲渡契約により譲渡され

たのは旧ＢＳＳ－ＰＡＣＫないしＢＳＳ－ＰＡＣＫに関するプログラム著作

物の全てについての著作権その他の知的財産権であったと解するのが相当で

あり，本件営業秘密部プログラムについて原告ビーエスエス社が有していた

という営業秘密や，本件先行ソフトウェア部品プログラムに係る著作権も譲

渡対象であったものと認められる。 

  これに加え，前記(2)の認定事実によれば，原告ビーエスエス社はサンライ

ズ社に対し著作者人格権を行使しないとされたこと，本件登録プログラムに

ついては著作権法２７条及び２８条に規定する権利を含めて譲渡されたこと

が明らかであることを併せ考えれば，原告ビーエスエス社とサンライズ社と

の間では，上記事業を移転させるため，登録の有無を問わず，著作権法２７

条及び２８条に規定する権利を含めて，本件オリジナルソフトウェア部品プ

ログラムが含まれている旧ＢＳＳ－ＰＡＣＫや本件先行ソフトウェア部品プ

ログラムが含まれているＢＳＳ－ＰＡＣＫに係る一切の著作権を譲渡する旨

の合意があったものと認められる。 

以上によれば，本件営業秘密部プログラムについての営業秘密や本件先行

ソフトウェア部品プログラムについての本件各著作権を原告ビーエスエス

社が有していたとしても，これらは本件譲渡契約によりサンライズ社に譲渡

されており，原告らが現時点においてこれを有するということはできないか

ら，原告らの第１事件及び第２事件の請求はいずれも理由がない。 
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  (4) これに対し，原告らは，①原告ビーエスエス社とサンライズ社との間で購

入条件等に関して別途の契約（第二の契約）の締結が予定されていたこと，

②本件譲渡契約の契約書には譲渡対象となる「当該著作物を引き渡す」と規

定されているが（同契約書第１条の１），原告ビーエスエス社は，サンライ

ズ社からエスクロウ（ソフトウェアの著作権者の倒産等に備えてそのソース

コードを第三者に預託しておくこと。甲４２）の協力要請を受けて本件営業

秘密部プログラムのソースコードを送付したにとどまり，サンライズ社に対

して本件営業秘密部プログラムを引き渡していないことなどからすれば，本

件営業秘密部プログラムは本件譲渡契約の対象となっていない，③本件譲渡

契約の譲渡対象に本件先行ソフトウェア部品プログラムが含まれていると

しても，著作権法２７条及び２８条に規定する権利は原告ビーエスエス社に

留保されている（同法６１条２項），④原告ビーエスエス社は本件オリジナ

ルソフトウェア部品プログラムの著作者として二次的著作物である本件先

行ソフトウェア部品につき著作権を有する旨主張する。 

そこで判断するに，上記①について，本件合意では「より詳細な条件を定

めた最終契約書を別途締結するものとする」とされていたところ（前記(2)

イ），その合意書と本件譲渡契約の契約書の記載内容及び作成日をみると，

最終契約書とは本件譲渡契約の契約書を意味していると解することができ

る。なお，原告ビーエスエス社がこれとは別に「第二の契約」の締結を望ん

でいたとしても，その締結に至らなかった以上，本件譲渡契約による前述の

権利移転の効果が妨げられることはないというべきである。 

    上記②について，本件譲渡契約にいう「当該著作物を引き渡す」とは，同

契約により原告ビーエスエス社が譲渡するとされた著作物（その範囲は前記

(3)のとおりである。）についてのソースコード等を印刷した文書，保存し

た記録媒体等を引き渡すべき同原告の義務について定めたものであって，引

渡しのされなかったものが本件譲渡契約の譲渡対象に含まれていないこと
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を意味するものでないことはその文言上明らかと解される。 

上記③及び④について，前記(3)で説示したとおり，本件譲渡契約により

本件オリジナルソフトウェア部品及び本件先行ソフトウェア部品を含む旧

ＢＳＳ－ＰＡＣＫないしＢＳＳ－ＰＡＣＫに関するプログラム著作物及び

これらに関する一切の著作権（著作権法２７条及び２８条に規定する権利を

含む。）がサンライズ社に譲渡されたものと認められ，同法６１条２項の推

定は覆ったというべきである。 

したがって，原告らの上記主張はいずれも採用することができない。 

 ２ 結論 

   以上によれば，その余の点について判断するまでもなく，原告らの請求はい

ずれも理由がないから，これらを棄却することとして，主文のとおり判決する。 
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